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 ○病床機能報告制度の運用開始、地域医療構想の策定及び都道府県の役割の強化等を
含めた 医療機能分化・連携に係る取組みの流れを整理すると、以下のようになる。 

【医療機関による自主的な機能分化・連携の推進】 
・ 医療機能の現状と、地域ごとの将来の医療需要と各医療機能の必

要量が明らかになったことにより、将来の必要量の達成を目指して、
医療機関の自主的な取組みと医療機関相互の協議により機能分化・
連携を推進 

【病床機能報告制度の運用開始】（平成26年度～） 
・医療機関が担っている医療機能を都道府県に報告 

【地域医療構想の策定】（平成27年度～） 
・都道府県において地域医療構想の策定。 

・地域の医療需要の将来推計や病床機能報告制度等により医療機
関から報告された情報等を活用し、二次医療圏等ごとに、各医療機
能の必要量（２０２５年時点）等を含む地域の医療提供体制の将来の
目指すべき姿を示す。 

機能分化・連携を 
実効的に推進 

地域医療ビジョンを実現するために必要な措置 
（必要な病床の適切な区分、都道府県の役割の強化等）及び新たな財政支援制度の創設について（社会保障審議会医療
部会資料） 
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2014年6月に成立した「地域における医療及び介護の総合的な確保
を推進するための関係法律の整備等に関する法律」（医療介護総合
確保法）で位置づけられた 

地域医療構想とは 
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 【高度急性期・急性期・回復期の境界点】 

 ・2013年度（平成25年度）１年分のＮＤＢのレセプトデータ及びＤＰＣデータ等を使
用し、医療資源投入量を入院経過日数順に並べて、その境界点の分析・検討。 

 ・高度急性期と急性期の境界点（Ｃ１）は、医療資源投入量で3,000点。 

 ・急性期と回復期の境界点（Ｃ２）は、医療資源投入量で600点。 

 ・回復期と在宅医療等の境界点（Ｃ３）は、医療資源投入量で225点（在宅復帰に
向けた調整を要する幅を見込み、175点で区分。）。 

 【慢性期(パターンＡ・パターンＢ・パターンＣ）】 

 療養病床の入院受療率の地域差に着目し、どの程度、慢性期の病床で対応す
るかについて(パターンＡ・パターンＢ・パターンＣ）、平成25 年度（2013 年度）のＮ
ＤＢのレセプトデータ等を活用して分析・検討。 

 その上で、人口構造の変化等を勘案して、一定の仮定を置いて、2025 年（平成
37 年）における医療機能ごとの医療ニーズ（１日当たりの入院患者数）を算出し、
病床稼働率で割り戻して、医療機能別の病床数の必要量について地域ごとに推
計した値を積み上げた。 

 



病床機能報告制度
(2014年度から） 

地域医療構想策定ガイドライン 

 ・地域医療構想の策定について 

 ・地域医療構想策定後の取組について 

 ・病床機能報告制度の公表の仕方 

地域医療構想の策定 

（2015年度から） 

医療法規定（意見の聴取） 
 学識経験者（診療・調剤） 
 医療団体（医師会、薬剤師会等） 
 都道府県医療審議会 
 市町村 
 保険者協議会 

経済的支援 
・診療報酬改定 

・財政支援（基金） 

機能分化・連携の推進 

  医療機関の自主的取り組み 

  医療機関相互の連携・協議 

都道府県 
 ・｢協議の場｣の設置 

 ・医療計画の役割強化 

 ・知事の権限 

PDCA 

地域医療構想策定の流れ 



地域医療構想の策定プロセス 

１ 地域医療構想の策定を行う体制の整備 

２ 地域医療構想の策定及び実現に必要なデータの収集・分析・共有 

３ 構想区域の設定 

４ 構想区域ごとに医療需要の推計 

５ 医療需要に対する医療供給（医療提供体制）の検討 

６ 医療需要に対する医療供給を踏まえ必要病床数の推計 
 

７ 構想区域の確認 

必要病床数と平成26年度の病床機能報告制度による集計数の比較 

８ 平成37(2025)年のあるべき医療提供体制を実現するための施策を検討 

地域医療構想調整会議は、地域医療構想の策定段階

から設置も検討 

二次医療圈を原則としつつ、①人口規模、②患者の受療動向、③疾病構造の変化、④基

幹病院までのアクセス時間等の要素を勘案して柔軟に設定 

４機能（高度急性期、急性期、回復期、慢|生期）毎に医療需要を推計 

高度急性期・・・他の構想区域の医療機関で、医療を提供することも検討（アクセスを確認） 

急性期・・・・・・・一部を除き構想区域内で完結 

回復期 

慢性期 

現在の医療提供体制を基に将来のあるべ

き医療提供体制について、構想区域間（都

道府県間を含む）で調整を行い、医療供給

を確定 

・・・・・・基本的に構想区域内で完結 

Ⅰ 地域医療構想の策定 


